
2 - 3　協力目標・シナリオの立案 

2 - 3 - 1　協力目標の設定

2 - 3 - 2　協力シナリオ検討上の視点

（1）他ドナーとの連携・協調
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　事例 8：援助協調と JICAの役割「協議の場でメンバーと認められ、日本の存在感を示せるか？」

◆バングラデシュ国　初等教育内容向上プログラム
バングラデシュの教育分野では、援助協調が進み、他のドナーによる財政支援が主流化して
きました。そうした中で、プロジェクト型の支援を中心に行ってきた JICAは当初、存在感、
発言力ともに十分とはいえず、活動への理解が得られていませんでした。
こうしたなか、初等教育プログラムに関わるドナー会議では、会合にできるだけ同じ職員、
専門家が参加すること、メンバーとして本質的な議論に貢献をすること（例えば、他ドナーの
多くが知らない「草の根」情報を提供するなど）といった「実績」を積み重ねる事により、バ
ングラデシュ政府、また他ドナーからも貴重な情報提供者として信頼を得られ、良い関係を築
くことができました。また積極的に会議の持ち回り事務局の役割を引き受けたことも、バング
ラデシュ政府とドナー会議の仲介役としての存在感を高める効果をもたらしました。
なおこの協議に参加するドナーの間では、協力合意文書（code of conduct）が取り交わさ
れています。この文書は、各メンバーは了解を得ずに単独の関連プロジェクトを行なってはい
けないなどの規約を結ぶものであり、援助の形態が技術協力プロジェクト主体の日本にとって
は制約になりますが、一方で同一の開発戦略上の目標達成に向け、関係ドナーの足並みをそろ
えるには必要な処置でもあります。
このように難しい局面もありますが、積極的に援助協調、協議の場に参加することにより、
貴重な関連情報を収集できると同時に、この場で協力プログラムの計画、活動、成果について
粘り強く発信したことにより、最終的には技術協力プロジェクトを主体とした JICAの協力ア
プローチについてバングラデシュ政府、他ドナーから認められることになりました。



　事例 9：日々移り変わる援助協調の状況と JICA事務所の工夫

◆タンザニア国　農業セクター開発支援プログラム
タンザニアの農業セクターでは、ASDPというセクター開発プログラムが形成され、基本的
にすべての開発はこの枠組みの中で実施されており、立ち上げられたバスケットファンドには、
日本も資金を拠出しています (食糧援助見返り資金 )。ASDPは 2006 年 7月に本格的な実施
ステージに入りましたが、実施にあたっては、追加的な技術支援を必要とする様々な課題があ
り、潜在的に JICAが貢献できる余地が大きいといえます。
しかしながら、これらの課題は、常時行われている政府・ドナー間の議論の過程で解決策が
議論されるため、1年に一度の日本の従来の要望調査による案件検討サイクルで、時宜を得た
協力を実施することは非常に困難です。
そのため、タンザニア事務所では、ASDPの策定・実施プロセス全体の支援を目的とした「地
方開発セクタープログラム策定支援調査 2」（セクター開発調査）の本格調査団員と、農業セク
タープログラム企画調査員が協働しました。これにより、ASDP実施に係る課題の抽出、関係
者との問題意識の共有、解決策の提示、政府による解決策の実施支援に対応しています。
また、本格的な投入かつ中期的取り組みを必要とする課題については、同セクター開発調査
団と企画調査員が中心となり、政府・関係ドナーと対策、協議を重ね、JICAの技術協力案件
としての要請に結びつける努力をしています。この際に重要なのは、JICAが実施するプロジェ
クト型支援が、セクタープログラムの制度的枠組みを遵守していること、および、バスケット
ファンドだけでは対処できない技術支援ニーズへの対応を目指したイン・カインドの協力であ
ることについて、政府側のみならず、バスケットドナーの理解を形成することです。
タンザニア政府側は、ASDPにおいてバスケットを最も好ましいモダリティと捉え、プロ

ジェクト型支援を原則として終了し、バスケットへの漸次移行をドナーに対して求めました。
JICAにとって厳しい環境ではありましたが、「セクター開発調査」等の協力により具体的成果
を提示することによって、プロジェクト型支援が財政支援を補完する役割を果たしうるという
日本の主張が、徐々に理解を得つつあるとタンザニア事務所では実感しています。

（2）JICA の強み、事業経験を生かす
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　事例 10：JICAの強み、過去の実績を生かす

◆バングラデシュ国　基礎教育プログラム
バングラデシュ基礎教育プログラムが形成された当時、援助協調が進み、PEDPⅡという大
きな枠組みの中で財政支援が主流化する中、関係者の能力向上やシステムの構築の観点から財
政支援だけでは効果的に事業を動かすことが難しいというのが現状でした。こうした中、従来
JICAが実施してきた技術協力の成果、強みを生かし、相手国C/Pのキャパシティ・ビルディ
ングや教室レベルの活動など、枠組みを実際に動かす部分への協力をパイロット地区を定めて
実施し、この成果のPEDPⅡ全体への貢献を目指しています。JICA事業の強みは、財政支援
による契約コンサルタントが通常行なう、短期の活動レポート作成だけではなく、相手国の関
係者と共同作業を行い、そのプロセスを通じてキャパシティ・ビルディングを行なうと同時に、
先方の意識改革をもたらしオーナーシップを引き出すことであるといえます。
財政支援が進む枠組みにおいては、援助の効率性の観点から他ドナーとの協調に様々な摩擦
を起こすこともありますが、効果的で具体的な成果を出すことによって、財政支援とプロジェ
クトの補完的関係の構築により徐々に存在感と発言力を高めていくことができるといえます。

　事例 11： 経験の少ない分野に踏み出す事業戦略（政策・制度の実施レベルを支援してきた
経験の活用、調査研究との連携）

◆タンザニア国　行財政管理能力強化支援プログラム
タンザニアでは、行財政管理能力強化支援プログラムの中のサブプログラムとして「地方行
政改革プログラム」を実施しています（他のサブプログラムとしては「公共財政管理プログラム」
「貧困モニタリングプログラム」があります）。このプログラムとサブプログラムは事業形成当
時のタンザニアにおける日本の比較優位・経験だけを考えると決して有利な分野ではないため、
「あえてこの分野に関与しない」という判断もあり得たかもしれません。しかし、タンザニア
における日本の協力全体を見ると少し違った判断基準がありました。
わが国はオールジャパンとしての支援で、タンザニアにおける貧困削減戦略への支援を掲げ、
無償資金協力（債務救済無償、ノン・プロジェクト無償）により一般財政支援を行っています。
その資金の流れを形づくる「公共財政管理」、資金を「サービス」という形で住民に届ける役
割を果たす「地方行政」、それらの協力が貧困削減にどのようなインパクトをもたらしている
かを管理する「貧困モニタリング」は、いずれもわが国の投入の効果を上げるために重要な取
り組みと言えます。またこれらのセクター横断的な改革の動向は他セクター（農業、水、保健
など）のわが国の協力効果とも密接に関連します。こうした状況を踏まえ、当該分野においても、
協力プログラムを形成して力を入れて取り組んでいくこととなりました。
地方行政プログラムの形成において、エントリーポイントを見出す際に参考とされたのは、
日本の過去の経験（地方行政以外のセクターにおける援助の経験と日本国自身の発展の経験）



でした。アフリカ諸国において比較的豊富な経験を持つ欧米ドナー（世銀・UN含む）は、日
本に先駆けて地方分権化への改革支援を行っていましたが、必ずしも成果を上げているわけで
はありませんでした。他方、JICAにはタンザニアの地方で長年展開してきた農業セクターの
プロジェクト支援の中で、地方政府と連携しながらすでに事業を実施していました。この経験
を踏まえ、JICAは地方行政官の能力向上などに着目した協力プログラム形成を行いました。
また、地方行政の分野で独特の発展の歴史を持つ日本が、世銀・UN・欧米ドナーによる改
革のプロセスに参画することにより、独自の有益な貢献をし得ることが考えられます。現在、
JICAのアフリカにおける地方分権化支援のあり方をテーマにした調査研究が実施されていま
す。戦前・戦後を通じて、欧米の改革モデル（戦後の米国流政治改革など）を国情に合わせて
現地化してきた日本独特の経験も踏まえ、どのような支援が有効かを検証しているところです。
この調査研究の成果を生かしながら、現場の事業戦略へフィードバックすることも試みていま
す。

（3）望ましい社会の仕組みづくりのための協力シナリオ

パターン 1　コミュニティ・地域社会のエンパワメント型 
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パターン 2　拠点機能形成型 

パターン 3　政策／制度構築強化型 

　事例 12：大規模な協力にこそ出口戦略の議論が必要

◆インドネシア国　東部インドネシア地域開発プログラム
インドネシアの地域開発プログラムは、東部－西部インドネシアの地域間格差を縮めること
を 20-30 年単位の最終目標として事業を展開しています。地域特定型の支援では、特に相手
側の開発戦略に関与する部分が大きくなります。インドネシア事務所では、シナリオ検討に際
して経済分析を行い、当面実施する協力プログラムが地域開発の推進力となることを理論的に
裏付けた上で、長期的な協力ビジョンにおいて出口戦略を検討しています。

.

.

.



（4）人間の安全保障の視点を協力シナリオに活かす

2 - 4　最善策の検討 　
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2 - 5　事業計画の検討 

　事例 13：様々な事業スキームの活用と連携

◆研修事業を通じてコアパーソンの意識変化を行なう　（タンザニア地方行政強化プログラム）
本プログラムは、8ドナーがコモンバスケット方式で支援している開発戦略（LGRP）を補

完する形で、LGRPではカバーしきれない下位レベルの行政官育成にも取り組んでいます。特
に制度構築や組織改革等の構造改革を主な目標とする LGRPに対し、JICAは中央レベル、地
方行政レベル、さらに下位（県や村）レベルの行政官に対する地道なエンパワメントに着目し
ており、多様なスキームを織り交ぜて重層的に研修（国別研修、地域別研修、現地国内研修、
課題別研修、フォローアップ研修など）を行なうことで、各層の行政官の地方分権化に関する
意識改革に貢献しています。



◆ 「マルチバイ協力」を活用してモデル普及を図る　（バングラデシュ基礎教育内容向上プロ
グラム）
JICAは、バングラデシュの第二次初等教育開発プログラム（PEDPⅡ）の中で他ドナー
と協力しながら活動を行っています(参考資料 2事例 1参照)。教員養成校等支援のための技
術協力プロジェクトで開発した「教育パッケージ」を他地域へ広めるため、日本政府による
UNICEF経由の無償資金協力の活用可能性もあります。この事業は、地域レベルでの教育計画
の立案、学校運営の改善、教員研修などを実施するために必要なマニュアルの作成などを通じ
て、PEDPⅡを支援するもので、UNICEFが研修で使うマニュアルにJICAの技術協力プロジェ
クトで開発した「教育パッケージ」の一部を取り込み、普及する方法が検討されています。
一般に、多数のドナーによる国際機関の一般財源などへの拠出に対して、特定ドナーによる
バイラテラルな拠出のことを「マルチバイ協力」と呼びますが 12、JICAとしても日本政府が国
際機関に資金拠出している事業と連携することで、政策面での知見や影響力など、国際機関の
利点を活用することができます。

　事例 14：スキーム間連携を生かす枠組み

◆目標レベルの違いと戦略の明確性　（ガーナ健康の輪プログラム）
本協力プログラムでは、技プロ、インフラ支援の無償資金協力（以下、無償）がモデル事業
をつくり、JOCVと連携してこれを普及し、中央レベルでのその成果の普及を個別専門家が担
うといった形をとっています。一見、従来見られるスキーム間連携の形にも見えますが、本プ
ログラムは、従来型とは異なるシナリオ構造を持っています。
従来のスキーム間連携は、例えば技プロの目標を無償や JOCVが下支えするといった構造
を持っていました。しかし本プログラムでは、プログラム目標を設定し、技プロの目標より高
いレベルの目標達成に、それぞれのスキームが貢献するようなシナリオ構造となっています。
また五月雨式に投入を考えるのではなく、北部地域における持続的な保健システムの構築とい
う共通の目標のためには何が必要か、という観点から戦略をつくり、政策レベルへの提言、レ
ファラルシステムモデルの構築、草の根レベルの展開、システムとして完結する必要性がある
ことを意識して事業形成された点が特徴といえるでしょう。さらに北部地域以外では米国国際
開発庁（United States Agency for International Development: USAID）など他ドナー
が支援を行っており、すみ分けが意識されています。

◆案件検討・要望調査の効率化　（インドネシア地域開発プログラム）
地方政府を直接C/Pとし、セクター横断的な事業として設計されている本プログラムでは、
通常セクター別にあげられる要望調査が、すべて地方政府で取りまとめられてあがってきます。
また採択に関しても、優先順位を付ける関係者間の案件に対する理解が既にすすんでいるため、
採択率が比較的高くなっています。このように先方政府との関係においては、協議・採択にお
いてプログラムとしてのメリットを生かし、効率化を図るためにも、先方政府と事業実施方針
をよく共有しておくことが重要でしょう。
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　事例 15：ボランティア事業を含む協力プログラム

本ハンドブック作成の際に取り上げた先駆的な協力プログラムの中でも、ボランティア事業
の役割が欠かせない事業がいくつかあります。特に、コミュニティ・地域社会のエンパワメン
ト型の事業がこれにあたります。それぞれのプログラムでは、全体の方向性とボランティア事
業との有機的連携、一体化を図るため様々な工夫をしています。例えばタンザニアの協力プロ
グラムの場合は、協力プログラムの枠組みを要望調査時に明らかに示し、隊員の募集に配慮で
きるようにすることで適切な人材を選ぶ努力がなされています。また、バングラデシュの教育
プログラムでは、赴任前と現地赴任後すぐに、在外事務所の担当職員が隊員に協力プログラム
の内容と期待される役割を説明し、赴任中も適宜、協力プログラムの進捗情報を伝えています。
その他にも、各国の重要課題プログラムにあわせて隊員の要請がなされている理数科教育プロ
グラム、シャーガス病などの感染症対策プログラムも同様の事例としてあげられます。
協力プログラムの一部にボランティア事業を位置づけるということは、協力プログラムをよ
り効果的、かつ特徴のあるものとするためには有効な手段といえますが、その運用に当たって
は協力プログラムの各構成員の理解と一体感を高めることがポイントとなるでしょう。



2 - 6　リスクの分析と対処 
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2 - 7　オーナーシップとリーダーシップの尊重 

　事例 16：州政府をC/Pとする地域総合プログラムをどのように立ち上げたのか？

◆インドネシア国　南スラウェシ州地域開発
インドネシアでは地域格差是正と地方分権化を主要な開発政策に掲げており、ドナーにも同
じ分野の協力支援を要請してきています。インドネシア事務所はこれを受けて、2005 年暮れ
に事務所員と専門家を中心に、南スラウェシ州地域開発プログラム素案を作成しました。この
素案をたたき台に南スラウェシ州政府との協議を密に行い、協力プログラムを円滑に実施する
ため、ジャカルタから空路 2時間の南スラウェシ州都マカッサルにJICAマカッサル・フィー
ルド・オフィス（MFO）を設置しました。MFOには専従のJICA職員（シニア・プログラム･
アドバイザー）、在外専門調整員 2名、ローカル事務職員の 4名が配置されました。MFOを中
心に、協力プログラムの素案をもとに州政府との協議を半年間重ね、2006 年 5月、「プログラ
ム基本構想」として州政府と現地ODAタスクフォースとの覚書がまとまりました。
インドネシア国の開発では以前から、ドナーからの支援はすべて中央政府が窓口となって、
特定地域への支援であっても、交渉、計画、実施のすべてを仕切っていました。このため、州
政府は、分権化の法律が制定されても、なお開発に対する「待ちの姿勢」からなかなか抜け出
せていませんでした。しかし JICAのMFOの設置により実現された Face-to-face の粘り強
い協議の結果、地方政府は計画から協働で作る日本の姿勢を高く評価し、徐々に「自らが行な
う開発」への意欲を高めています。
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